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１．はじめに

平成20（2008）年４月１日以降に開始する

事業年度から「内部統制報告制度」（以下、

「Ｊ－ＳＯＸ」という）が適用され、既に多

くの、上場会社等が金融庁へ内部統制報告書

の提出を行ったことと思われる。

おそらくほとんどの企業が準拠したであろ

う我が国における内部統制の構築・評価の指

針である「財務報告に係る内部統制の評価及

び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制

の評価及び監査に関する実施基準の設定につ

いて（意見書）」（以下、「実施基準」という）

では、「内部統制に関係を有する者の役割と

責任」として、内部監査人が内部統制のモニ

タリング機能を担う旨が明記されている。我

我、ＣＩＡフォーラム関西研究会No.16（以

下、当研究会）のメンバーも、ここ２、３年

間はＪ－ＳＯＸ対応に多大な時間と労力を費

やしてきた。

金融庁の発表では、平成21年度３月決算会

社（内部統制報告書提出会社：2,670社）のう

ち「重要な欠陥」を開示した企業は56社（2.1

％）にとどまっており、９月末までの開示を

含めても64社程度である。しかし、「内部統

制報告書および内部統制監査報告書の評価結

果を“○”とすること」のみを至上の目的と

してしまい、「内部統制を強化することによ

り企業価値を高める」というＪ－ＳＯＸ本来

の目的を見失ってはいないだろうか。

すべてが手探り状態の中でどうにか初年度

が終わり、制度対応に関する様々な問題点

（例えば、作業の非効率や形骸化、不明瞭な

費用対効果等）が見えてきた企業も少なくな

い。形式的に「内部統制は有効」と結論付け

たところで、このまま２年目を迎えれば「慣

性の法則」により、今後も「実りの少ない非

効率な活動」を繰り返すことになりかねない。

業務の可視化や管理体制の強化等、少なから

ずメリットもあるＪ－ＳＯＸを、このまま費

用対効果が見えない“お荷物”としてしまう

のか、それとも企業の命運を握る“価値ある

ＣＩＡフォーラムは、ＣＩＡ資格保持者の研鑽及び相互交流を目的に活動する、社団法人日本内

部監査協会（ＩＩＡ－ＪＡＰＡＮ）の特別研究会である。各研究会は、担当の座長が責任をもって

自主的に運営し、研究期間、目標成果を設定し、研究成果を発信している。当研究報告書は、ＣＩ

Ａフォーラム関西研究会No16が、その活動成果としてとりまとめたものである。報告書に記載さ

れた意見やコメントは、研究会の「見解」であり協会の見解を代表するものではなく、協会がこれ

を保証・賛成・推奨等するものでもない。

関西研究会No.16

２年目以降のＪ－ＳＯＸ対応と内部監査
――「肝心なことは何か」を問いかけよう！

研究会報告

ＣＩＡフォーラム研究会報告



研究会報告

45月刊監査研究　2010．4（No.433）

取組み”へと発展させるのか、今まさにその

“分岐点”に立たされていると我々は考える。

よって、当研究会ではＪ－ＳＯＸ初年度の

結果と制度の本質を踏まえながら、問題点が

生じた原因とその解決策、更には「Ｊ－ＳＯ

Ｘ対応のあるべき姿」について考察を行う。

併せて、Ｊ－ＳＯＸにおける内部監査部門の

あり方についても再考し、当研究会としての

提言を行いたい。

２．初年度の評価結果

手探りと混乱の中で始まったＪ－ＳＯＸ初

年度を終えてどのような結果になったのかを、

上場企業の約７割強を占める３月決算会社に

ついて、「内部統制報告書の重要な欠陥等の

開示状況」及びあずさ監査法人が実施した

「内部統制報告制度に関するアンケート」（平

成21年６月実施）の結果を基に考察を行った。

2.1 内部統制報告書の開示状況
先述のように、平成21年３月決算会社

（2,670社）のうち、評価結果に「重要な欠陥が

あり、内部統制は有効でない」と記載した会

社は56社（2.1％）となっており、米国企業改

革法404条の適用初年度における割合（16％）

と比較して大幅に低い数値となっている。こ

れは、米国の反省を踏まえて各企業があらか

（出典：当研究会）
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じめ十分な対応を行ったことと、「不備の評

価」に関する判断基準が曖昧なため厳しい判

断を避けたことが原因ではないかと推測され

ている。

一方、「内部統制の評価結果を表明できな

い」とした会社は９社（0.3％）となっている。

なお、「内部統制は有効」を記載した2,605社

のうち、やむを得ない事情により評価対象か

ら一部を除外した領域があった会社も８社見

受けられた。

これらを売上高層別に分類すると、図表１

のようになる。売上高が50億円未満の小規模

企業で重要な欠陥の割合が高くなる傾向が見

られるが、制度導入が決定された当初に懸念

されていたほどの事態には至らなかったとい

える。

2.2 内部統制報告制度対応に関す
る実態調査アンケート
あずさ監査法人が３月決算の全国の上場企

業を対象として2009年６月に実施したアンケ

ートでは、初年度の制度対応にかかった負荷

や検出した不備の数等の項目が含まれてい

る。ここではその一部を紹介し、制度対応の

問題点を考えていく上での参考としたい。

制度対応のための作業（文書化・評価・報

告等）に要した工数は図表２のとおりである。

売上高5,000億円以上の大企業では60％以上が

2,000人日を超える工数を要しているのに対し

て、50億円未満の小規模企業では約56％が

200～600人日の工数となっており、作業工数

は売上高におおむね比例しているといえる。

一方、どの層をみても200人日未満と2,000人

日超が混在しており、売上高が同規模の会社

においても作業工数に大幅な違いがあること

が見受けられる。

内部監査部門の作業時間に注目してみる

と、図表３からわかるように、内部監査部門

全体の業務時間（平均）のうち63％をＪ－Ｓ

ＯＸ対応に費やしていたことがわかる。売上

高50億円未満の小企業に至っては、72％の業

務時間が割り当てられており、本来の内部監

査業務に十分な時間を費やせていないことが

うかがえる。

不備の検出数については図表４のとおりで

ある。多くの会社があらゆる領域で期中に不

備を検出しているものの、期末までには是正

により不備が解消された会社が多かったこと

がうかがえる。Ｊ－ＳＯＸは「期末時点での

評価」であるため、多くの会社が検出した不

＜図表１＞内部統制報告書の評価結果（売上高層別）
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※２：四季報データの2009年３月決算の上場会社数は2,345社であり、金融庁発表の内部統制報告書の

提出数2,670 社とは異なる。 （出典：あずさ監査法人『AZ Insight』2009年９月号）
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（出典：あずさ監査法人『AZ Insight』2009年９月号）

備の是正に精力的に取り組んだ結果だと思わ

れる。その一方で、「重要な欠陥」を開示し

たくない企業が、多大な労力とコストをかけ

て保守的に取り組んだ結果ともいえる。

３．Ｊ－ＳＯＸの問題点とメリ
ット

既述のとおり、平成21年３月決算会社のう

＜図表２＞Ｊ－ＳＯＸ対応のために要した工数
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＜図表３＞内部監査部門全体の業務時間のうち、制度対応に割り当てられた割合
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＜図表４＞期中に不備を検出した会社、期末に不備が残存した会社の割合
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ち97.9％の会社は「内部統制に重要な欠陥な

し」との報告であったが、多大な労力とコス

トをかける等多くの問題点を含んでの結果で

あったと思われる。

一方、そういう背景の下ではあるが、Ｊ－

ＳＯＸ対応を行ったことにより、企業間に差

があるものの、全社的な内部統制、決算財務

報告に係る内部統制、ＩＴ統制等の強化につ

ながり、財務報告の信頼性向上に少なからず

寄与したことは間違いなく、問題点を含みな

がらも制度の目的は果たしたと捉えている。

当研究会では、我々メンバーの体験を基に

Ｊ－ＳＯＸ対応初年度の問題点とその発生原

因並びにメリットを考察した。

3.1 問題点
以下にＪ－ＳＯＸ対応初年度に明らかとな

った問題点の具体例を挙げる（図表５）。こ

れらは当研究会のメンバーの体験を基に記述

しているので、必ずしもすべての会社に共通

するものではない。また、実際にあったこと

をわかりやすく表現するために、一部は口語

体で記述している。

（1） 多大な労力とコスト

1）コンサルタント関連

①コンサルタントに多大な費用がかかった。

②コンサルタントの言うとおりにやり過ぎた

結果、過剰対応となってしまった。

＊「ＵＳ－ＳＯＸに準拠したら問題ない」と

言われて、過剰な取り組みとなった。

＊実施基準発表後も、コンサルタントから

「今までのやり方で不足はない。軌道修正

をすれば、今までの投資金額が無駄になる」

というコメントがあり、我々自身も「せっ

かくここまでお金をかけて作り込んできた

からには中途半端で終えるよりも完成させ

たい」との気持ちが強くあり、評価範囲を

絞ることなくズルズルと進めてしまった。

＊終わってみたら、文書化した資料の３～４

割は使われなかった。

＊必要以上に多くのキーコントロールを抽出

してしまった。等

2）監査法人関連

①財務諸表監査に内部統制監査が加わったこ

とで監査法人への対応時間が増え、監査法

人へ支払う監査報酬も大きく増えた。

②監査法人内の担当者と責任者で判断が異な

り、やり直しが発生した。

③監査法人とコンサルタントの意見が異な

り、調整に時間を要した。

④当初アプリケーションのアクセス管理は対

象外と言われたが、後日になって急遽必要

との連絡を受けた。

3）制度関連

①制度の実施基準や金融庁から公表された

「内部統制報告制度に関するＱ＆Ａ」（以下、

「金融庁Ｑ＆Ａ」とする）の発表が遅かっ

たため、評価範囲がなかなか固まらず、結

果的に制度で求められる以上の範囲や細か

さで文書化作業をしてしまった。

4）ツール関連

①法対応のために新規購入した文書化ソフト

を十分活用できず、過度の投資となった。

②ＵＳ－ＳＯＸの翻訳版フォーマット類（い

わゆる３点セット）を利用したが、紹介し

たコンサルタントも初めてで、使いこなす

までに時間がかかった。

5）業務、規程類関連

①マニュアル化至上主義の弊害が出た。

＊コントロールごとに業務遂行根拠を明確に

するように言われ、簡単かつ常識的な事ま

でもマニュアル化することになり、余分な

（1）多大な労力とコスト�
（2）通常業務への支障�
（3）作業の重複�
（4）システム課題�
（5）リスクの潜伏化�

3.1 問題点� 3.3 メリット�

3.2 問題点の発生原因�

（1）意識の変革�
（2）業務の可視化�
（3）管理体制の強化�

＜図表５＞
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業務が増えた。

＊職務分担の徹底が形式上になり実態と乖離

した。

＊規程、マニュアル類が遵守できないほど過

剰となり、形骸化してしまう恐れがある。

＊今後、規程、マニュアル類のメンテナンス

に多大な労力がかかる。等

（2） 通常業務への支障

①本来独立的立場であるべき内部監査部門

が、内部統制の構築にまでどっぷりと首を

突っ込んでしまった。

②通常の内部監査業務が停滞した。

＊内部監査部門の業務のほとんどがＪ－ＳＯ

Ｘ対応に割かれ、「財務報告の信頼性」に

偏重した活動となった。

＊通常の内部監査業務がストップした。

＊財務報告領域以外の監査は、十分な時間が

割けず品質が落ちた。等

③経営者のフラストレーションがたまった。

＊経営者から、「今年の内部監査はどうして

Ｊ－ＳＯＸだけの取り組みなのか？」との

声が挙がった。

＊経営者が気になる所への内部監査がおろそ

かになった。

＊「Ｊ－ＳＯＸ対応も大事だが、評価範囲外

の、急激に売り上げを伸ばしている外国事

業所、研究開発部門などリスク（ビジネス

リスク含む）の大きな部門を見てくれ」と

の声が挙がったが、十分な対応ができなか

った。等

（3） 作業の重複

①ＩＳＯ（国際標準化機構）やＩＳＭＳ（情

報セキュリティマネジメントシステム）等

他の認証のモニタリング作業との重複が多

く、非効率である。

＊部分最適化を求めるあまり各モニタリング

部署との連携が無視された。

＊ＩＳＯの教育と全社統制の教育プログラム

に共通できる部分が多くありながら、連携

させることができず非効率であった。等

（4） システム課題

①有効と思えないログ管理が増えた。

＊活用できるかはわからないが、監査法人や

コンサルタントの指示に従い、とりあえず

ログをとった。

②何が何でもアクセス権管理で、財務報告へ

の影響が少なく問題がないシステムまでも

厳格なアクセス管理を求められた。

③身の丈以上のＩＴの課題を突きつけられた。

（5） リスクの潜伏化

①Ｊ－ＳＯＸ対応だけでは、会社法の内部統

制（ビジネスリスク全般）をカバーできな

い。

②とりあえず現状の業務プロセスをそのまま

文書化したが、制度対応で有効となったこ

とで業務プロセスが固定化してしまい、業

務改革が進まなくなる恐れがある。

③金額的重要性を理由に評価対象から外した

拠点で重大な問題が生じる可能性がある。

④リスクがあると思われても財務諸表に関係

がない場合は、時間がない、人手がないと

の理由で放置されている。

3.2 問題点の発生原因
前項の問題点の発生原因を考察したとこ

ろ、以下に集約された（前掲図表５参照）。

（1） 制度に対する理解不足と受身の対応

①コンサルタント、監査法人も初めての経験

のため、ＵＳ－ＳＯＸしか手本とするもの

がなく、どうしてもＵＳ－ＳＯＸにそった

ものとなったが、我々も「肝心なことは何

か」という確固たる考えを持たないままに

それらを受け入れ、必要以上に細かい対応

をしてしまった。

②ビジネスリスクを含めたリスク全体に対す

る対応がはっきりしていなかったため、制度

上のリスク対応に偏重してしまい、全体最

適化ではなく部分最適化をしてしまった。

（2） 制度に内在する問題

①重要度が高い全社的な内部統制の評価より
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も業務プロセスの文書化に時間を要する等、

リスクの大小と作業負荷がマッチしない。

②限られた時間内では、形式を整えることが

「有効」への当面の早道となる。

（3） 人材不足と社内事情

①内部統制の知識を持ち、内部統制を理解で

きる人材が、内部監査部門以外にいなかっ

た。

②内部監査部門は少人数のため、Ｊ－ＳＯＸ

対応にかかりきりの状態となった。

③経営層は自社の内部統制に問題がないと思

っており、費用対効果がはっきりしないこ

とに積極的に経営資源を投入できなかった。

④途中で細か過ぎることに気づいたが、事務

局のメンツから「今更要らないとは言えな

い」と、方向性の変更ができなかった。

3.3 メリット
問題点もたくさんあったが、多くのメリッ

トも感じた。以下にそれらメリットを記述す

る（前掲図表５参照）。

（1） 意識の変革

①会社全体（経営者、担当者）の「内部統制」

や「リスク管理」の意識が向上した。

＊役員が朝礼等で内部統制について訓示する

など変化が見られる企業も現れた。

②内部監査部門に“経営監視”が求められる

状況となった。結果、内部監査部門の重要

性が認識されるようになった。

（2） 業務の可視化

①規程、マニュアル類が整備された。

②曖昧な役割分担がなくなり、責任が明確に

なった。

③管理者の役割が再確認された。

④業務の属人化が改善された。

⑤管理者が部下の仕事を把握（評価）できる

ようになった。

⑥無駄な作業や資料が明確になり、業務フロ

ーの改善が図れた。

⑦リスクに対するコントロールに漏れがなく

なった。

（3） 管理体制の強化

①ガバナンス体制が強化された。

②コンプライアンス体制が強化された。

③子会社、グループ企業（海外含む）の管理

が強化できた。

④内部監査部門は、決算周りの監査ができる

ようになった。

⑤内部監査部門は、ＩＴ業務を把握（評価）

できるようになり、アクセス権管理を中心

としたＩＴ監査ができるようになった。

⑥情報セキュリティが強化された。

⑦ブラックボックス化していたＩＴの不備を

顕在化させることができた。

⑧業務委託先の管理が強化された。

⑨財務報告の信頼性が向上した。

４．制度対応を活かす取り組み

これまで述べてきたＪ－ＳＯＸの問題点と

その発生原因を踏まえて、「内部統制の本質

と内部監査の役割」を再考した上で、「効率

化・コスト削減」と「付加価値向上」の２つ

の観点から制度対応を活かす取り組みについ

て考察してみる。

4.1 内部統制の本質と内部監査の
役割
１年目は、監査法人の意向をそのまま受け

入れてしまい、経営層、担当者もよくわから

ないまま、進めてきた面もあるが、２年目以

降においては、経営層も制度対応は目的では

なく企業価値向上のための手段と捉え、単な

る制度対応で終わらせるのでなく、それを契

機として様々な価値ある取り組みに発展させ

ていく必要があると認識している会社も増え

ている。組織体の運営に関し価値を付加する

ことが、内部統制の本質であり、経営者の視

点から内部統制を強化、進化させていく必要

がある（図表６）。
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経営者は、経営理念を踏まえ、企業運営の

将来の方向性を決めていくが、最近では、企

業風土やブランド、技術等といった無形資産

が、ますます重要となっている。内部統制、

リスクマネジメントシステムも、重要な無形

資産の１つになってきている。

２年目以降は、内部統制を構築し運用して

いるかの視点から、内部統制を適切にチェッ

クできる環境、態勢にあるかが問われてくる

と思われる。内部監査の役割は、モニタリン

グが主体となるが、企業内での役割はますま

す重くなり、アシュアランス業務はもちろん、

コンサルタント活動を通し、内部統制の仕掛

け人としての重要性が増している。

4.1.1 内部統制の本質

（1） 財務報告の信頼性に係る部分に特化した

だけでは、内部統制の一部分の強化でしか

ない。内部統制報告制度は、財務報告の信

頼性を確保することに焦点を当てたに過ぎ

ない。その一部分のために、過剰な統制を

実施したことから、統制すること自体が目

的となってしまった面が見られる。

（2） 会社法で求められる「内部統制システム」

は経営者の責任で構築するものであり、そ

の本質は、内部統制の４つの目的（業務の

有効性・効率性、財務報告の信頼性、コン

プライアンス、資産保全）を達成すること

を合理的に保証することを意図したプロセ

スであり、経営資源の有効利用、経営者が

求めているリスクマネジメント、企業価値

向上のために、経営に資する必要がある。

４.1.2 内部監査の役割から検討

「内部監査基準実践要綱」（（社）日本内部監査

協会）では、「内部監査とは、組織体の経営目

標の効果的な達成に役立つことを目的として、

合法性と合理性の観点から公正かつ独立の立

場で、経営諸活動の遂行状況を検討・評価し、

これに基づいて意見を述べ、助言・勧告を行

う監査業務、および特定の経営諸活動の支援

【内部監査の定義】

内部監査は、組織体の運営に関し価値を
付加し、また改善するために行われる、独
立にして、客観的なアシュアランスおよび
コンサルティング活動である。内部監査は、
組織体の目標の達成に役立つことにある。
このためにリスク・マネジメント、コント
ロールおよび組織体のガバナンス・プロセ
スの有効性の評価、改善を、内部監査とし
ての体系的手法と規律遵守の態度とをもっ
て行う。 （内部監査人協会（ＩＩＡ）「専
門職的実施のフレームワーク」より抜粋）

【内部統制の定義】

基本的に、業務の有効性及び効率性、財
務報告の信頼性、事業活動に関わる法令等
の遵守並びに資産の保全の４つの目的が達
成されているとの合理的な保証を得るため
に、業務に組み込まれ、組織内のすべての
者によって遂行されるプロセスをいい、統
制環境、リスクの評価と対応、情報と伝達、
モニタリング（監視活動）及びＩＴ（情報
技術）への対応の６つの基本的要素から構
成される。 （「実施基準」より抜粋）

4.2 効率化・コスト削減の観点�
（1）評価対象範囲の見直し�
（2）キーコントロールの選定とリスクの絞り込み�
（3）コントロール自体の見直し�
（4）評価作業の見直し�

4.3 付加価値向上の観点�
（1）内部監査の高度化へ向けた取り組み�
（2）財務報告以外への展開�
（3）内部統制の全社的な取り組み�

4.1 内部統制の本質と内部監査の役割�

経営資源�
の再配分�

＜図表６＞
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を行う診断業務」を担う、とされている。

（1） 組織体の運営に関し、どのような価値を

付加していくのか、組織体の具体的な目標

は何かを経営層と共有し、内部監査の位置

づけを明確にすることが必要である。

（2） 診断業務は、正式な診断業務、アドバイ

ザーとしての日常的な診断業務、特別な診

断業務、緊急診断業務の４つに分かれてい

るが、アドバイザーとしての日常的な診断

業務には、常設の委員会、特別プロジェク

ト委員会、業務実施上のミーティング、定

期的情報交換会の運営への支援がある。

ただし独立性の問題に抵触しないように役

割分担を明確にすることが必要である。

4.2 効率化・コストの削減の観点
前項4.1を念頭に置き、より付加価値向上へ

監査資源を割り当てるために、Ｊ－ＳＯＸの

効率化について考察を行っていきたい（前掲

図表６参照）。

ただし、当然のことではあるが、Ｊ－ＳＯ

Ｘの趣旨を曲げてまで効率化に走ることは適

当ではなく、評価としての妥当性と評価作業

の効率性のバランスに常に注意を払う必要が

あり、効率化を実施してもなお妥当な評価が

実施できる根拠を明確に監査法人に示し、事

前に監査法人と協議するなどの対応が必要で

ある。

（1） 評価対象範囲の見直し

Ｊ－ＳＯＸでは、すべての上場企業は毎年

ＰＤＣＡのサイクルを回し、経営者は自らの

内部統制を構築・確認し、監査法人に監査を

受けていくが、この作業過程を効率化し、そ

のサイクルコストを軽減していくことが必要

である。Ｊ－ＳＯＸでは、先行して実施され

た米国の状況を考慮し、実施基準において企

業の対応負荷に配慮した設計を取り入れてい

るが、多くの企業では初年度ということもあ

り、過度に保守的に対応してしまった会社も

多いのではないだろうか。

1）「重要な拠点」の見直し

実施基準において、業務プロセスの内部統

制を整備しなければならない「重要な拠点」

は、“売上高などを基準として、グループ全

体の概ね２／３をカバーする”となっている。

そこで、売上高の変動リスク等を考慮して、

２／３を大幅に超過して「重要な拠点」を選

定している場合は、対象を絞り込むことで効

率化が図れる。平成21年４月２日に金融庁よ

り公表された「金融庁Ｑ＆Ａ」（平成21年４

月追加Ｑ＆Ａ）の問74には、“期初に前年度

の実績と当期予測を基に合理的に対象範囲が

決定されていれば、経済情勢の変化で売上高

が減少し、期初の予測に反し２／３に届かな

くなったとしても、著しく下回らないのであ

れば対象範囲の追加などは必要ない”とされ

ており、過度に「重要な拠点」を選定してお

くことは、基準上求められていない。

ただし、文書化などを既に実施し、内部統

制の整備が完了しているのであれば、単純に

そのまま活動を中止するのではなく、ＣＳＡ

による自己点検によって運用評価を定期的に

（例えば年１回）実施するなど、会社独自の

内部統制を向上させる取り組みとして活用す

れば、文書化自体も無駄にせず、コストを抑

えつつ内部統制向上に寄与することができる。

2）対象となる業務プロセスの見直し

「重要な勘定」に直結しない勘定科目に係

る業務プロセスの内部統制を整備・評価して

いた場合、それらをＪ－ＳＯＸの対象プロセ

スから除外することにより、評価対象範囲が

縮小することができ効率化とコスト削減が実

現できる。

この場合も（1）1）同様、既に内部統制の整

備を実施しているのであれば、会社独自の取

り組みとして日常的モニタリング、ＣＳＡの

範疇で実施し、コストを抑えつつ内部統制向

上を検討すべきである。

～Ｊ－ＳＯＸ対応を活かし、真の内部統制強化へ～
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（2） キーコントロールの選定とリスク

の絞り込み

Ｊ－ＳＯＸ対応上最も負担が重い業務プロ

セスに係る内部統制は、キーコントロールが

直接的な評価対象となり、キーコントロール

の絞り込みが評価作業における負荷を左右す

る。昨年度は制度対応初年度ということもあ

り、網羅的にリスクを認識し、過度に多くの

キーコントロールを設定している企業もあっ

たのではないか。すなわち、財務報告におけ

る「重要な三勘定」との関連を考慮せずに、

業務監査と同じ手法で業務フローから業務と

しての重要性から判断してキーコントロール

を選定し、必要以上にキーコントロールを認

識してはいないだろうか。

Ｊ－ＳＯＸにおいては、「実施基準」にお

いて評価・監査に係るコスト負担が過大なも

のとならないように、財務報告に重大な誤謬

を生ずる可能性が高い内部統制上のリスクに

着目する、いわゆるトップダウン型リスクア

プローチが取り入れられており、業務プロセ

スにおけるリスク認識やキーコントロールの

選定においても、この考え方を用いて絞り込

むことが可能である。キーコントロールの絞

り込みにおいては様々な手法や考え方があ

り、各社各様で関係個所と協議の上、試行・

模索している段階であるが、ここでは『旬刊

経理情報』2009年４月１日号「２年目の内部

統制」を参考に、リスクの絞り込みとキーコ

ントロールの選定について１つの手法を紹介

する。

1）リスクの絞り込み

Ｊ－ＳＯＸでは、実施基準において、「重

要な勘定科目」（売上高、売掛金、棚卸資産）

が例示されており、企業は自社の事業目的に

重要な影響を与える勘定科目を選定してい

る。リスク認識においても、当該勘定科目に

直結するリスクに限定していくことが可能で

ある。

また、「金融庁Ｑ＆Ａ」においても、問44

に「業務プロセスにおいて、すべてのリスク

を網羅的に把握してこれを低減するための統

制を識別することまでは求められておらず、

リスクのうち重要な虚偽記載が発生するリス

クとこれを低減するための統制を把握するこ

とで足りる」とあり、効率的な評価を実施す

るためには当考え方を実践することが必要で

ある。「実施基準」で示されている金額的・

質的重要性の判断基準や発生の可能性を検討

し、明らかに質的・金額的重要性が低い、又

は発生の可能性が低いリスクについては、制

度対応上のリスクから除外することも検討す

べきである。

2）キーコントロールの選定

業務の中には様々なコントロールが埋め込

まれているが、それらの中からキーコントロ

ールを選定する際には、下記の観点から選定

を行うことで効率的にコントロールを把握で

きる。

①財務報告上の重要な虚偽記載を防ぐ可能性

の高いコントロールであるか

キーコントロールは当該コントロールで

不備が発生した場合に、財務報告上の重要

な虚偽記載に結び付く可能性が高いものが

選定されるべきである。

②上位及び下位コントロールの認識と上位コ

ントロールからのキーコントロール認識

コントロールは下記の２つに大別するこ

とができる（図表７）。

上位コ
ントロ
ール

下位コ
ントロ
ール

重要な異常値がないことを確かめるコントロー
ル
決算・財務報告プロセスの分析的検討や、上
位者による日常的モニタリングであり、その確
認深度は深くないため、リスク軽減効果は比較
的弱いが、カバー範囲が広いことが特徴

個々の業務が正確に行われていることを確保す
るコントロール
入力チェックや、上位者による承認であり、
特定のリスクについて詳細な確認が実施される
コントロールであり、そのリスク軽減効果も比
較的強く、業務内の統制の基本を構成する

＜図表７＞
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キーコントロールの検討手順として、通常

ボトムアップ的に認識されたリスクに対して

それぞれキーコントロールを識別していくと

いう方法が一般的にはとられてきていたと思

われる。しかし、効率的にキーコントロール

を設定していくためには、まず広範囲に適応

できる上位コントロールからキーコントロー

ルとして有効であるかの観点で識別を行って

いくことが必要である。

選別された特に重要度の高いリスクに対し

ては、上位コントロールとともに、アサーシ

ョンに対応した直接の実施結果に対応する統

制である下位コントロールをキーコントロー

ルとして選定する。それ以外の中程度のリス

クについては、基本的に上位コントロールの

みをキーコントロールとして選定する。最後

に上位コントロールと下位コントロールの補

完関係にも注意しながら、識別されたリスク

のアサーションに対して、有効なキーコント

ロールが設定され、財務報告上の重要な虚偽

記載を防ぐことができるかどうかを検討す

る。これらの作業により、補完統制の関係も

整理しながら、リスクに対してキーコントロ

ールを効果的に識別していくことができる。

（3） コントロール自体の見直し

次にコントロール自体の設計や手続を変更

することにより、よりコントロールの有効性

を高めたり、コントロールの評価に係るコス

トを低減したりすることで、評価の手続を効

率化していくことを検討していく。

1）発見的統制から予防的統制へ

予防的統制とは、ある誤りが発生しないよ

うに設計した手続で、事前予防的な統制を効

かすものである。一方、発見的統制とは、起

こってしまった誤りや不正行為を発見し、そ

れらを除外、あるいは是正するために設計し

た手続で、事後発見的な統制を効かすもので

ある。

一般的に、発見的統制よりも予防的統制の

方が効率性に優れているといわれている。例

えば、数値を入力すべき項目には文字を入力

できないように設定することで、事後チェッ

クを簡便にすることが可能である。予防でき

るエラーを放置して発見・修正型の統制で対

処していないか、今一度、自社の統制を確認

する必要がある。

ただし、予防的統制のみで完全にエラーを

防止できるわけではない。予防的統制と発見

的統制は、お互いに補完することによりその

効果を高めるものであることに留意が必要で

ある。

2）マニュアル統制から自動化統制へ

一般的に、マニュアル統制よりも自動化統

制の方が、効率的かつ信頼性も高い。なぜな

ら、人間はミスをする生き物であり、かつ利

害関係により判断が異なる可能性があるため

である。

主な自動化統制としては、アクセス統制や

入力制限等が考えられる。その他、業務基幹

システム改修の際に、あらかじめ上長による

承認を自動化統制（電子承認）として設計し

ておけば、有効な統制として機能させながら、

評価に係るコストを軽減することができる。

また、自動化統制により加工された情報を基

に人が判断を行うように設計されたＩＴ依存

統制にすれば、より有効な発見的統制として

機能させることができる。

3）コントロールの標準化

同じような統制内容のコントロールを標準

化することにより、当該コントロールの適応

範囲を同一統制環境と捉え、まとめて効率的

に運用評価を実施することができるととも

に、今後の業務全体の標準化やプロセス改

善・改革などのベースとすることができる。

例えば、購買業務で購買品目ごとに（例え

ば原油と石炭など）購買フローが異なってお

り、仕訳計上に直結する重要なキーコントロ

ールも異なっているとする。この場合、両キ

ーコントロールを別々にサンプル取得し（例

えば25件ずつ）運用状況を評価する必要があ
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る。ここで、その重要なキーコントロールを

同じものに変更した場合（多くの場合、業務

フローの変更も伴うが）、両購買を併せてサ

ンプルを、例えば25件取得し運用状況を評価

するだけで足りることとなり、かつ従来異な

るフローで行っていた業務を同一にすること

ができる。

4）シェアードサービスの活用

複数の組織で共通的に実施されている業務

（例えば購買部門など）を、個々の組織から

切り離して集中・結合し、業務の有効性と効

率性を高める手法がシェアードサービスであ

るが、シェアードサービスにより（3）3）のコ

ントロールの標準化と同様の考え方で評価の

効率化が可能となる。

例えば、何社かで構成されるグループ経営

企業があった場合、通常、購買業務や経理業

務はそれぞれの会社ごとに評価をする必要が

ある（例えば、それぞれ25件のサンプルをと

り、運用状況を評価する必要がある）。ここ

で、上記会社間の共通の業務である購買業務

や経理業務を分離し、シェアードサービスの

別会社を設立した場合（Ｓ社とする）、業務

を標準化し、同一のコントロールを各社に提

供するように設計すれば、各社ごとに購買プ

ロセスや経理プロセスの運用状況を評価する

必要はなく、Ｓ社の購買プロセス・経理プロ

セスとして、例えば25件のサンプルだけで運

用状況を確認することができ、効率的な評価

が可能となる。

5）補完統制及び代替統制の見直し

補完統制・代替統制とは、通常のコントロ

ールを補う又は代わりに働く統制のことであ

り、言い換えれば、低品質の業務や目的を十

分に達成しない統制を補完したり、エラーを

修正するための追加的な統制であるといえる。

この追加的な統制を削減するためには、業

務品質を高め、通常の統制のみで目的を達成

させることが効果的である。なお、ここでい

う「業務品質を高める」とは、自工程で業務

を完結させ、エラーを抱えたまま次の工程へ

流さないことや、想定される問題への対処が

あらかじめ業務に組み込まれていること等を

指している。

6）グループ統制の強化

全社的な内部統制や全社的な決算・財務報

告プロセスについて、親会社のグループ統制

が十分に有効であれば、親会社において整備

状況の評価を実施し、グループ会社において

は運用状況のみの評価にフォーカスすること

ができる。グループ統制が十分に構築されて

いない場合は、グループ会社が独自の内部統

制を整備し、整備・運用の両面で評価が求め

られることになり非効率である。

7）アウトソーシングの活用

アウトソーシングによりＪ－ＳＯＸの評価

を効率化するという観点では、アウトソース

を受託する企業が、日本公認会計士協会が公

表している監査基準委員会報告書第18号「委

託業務に係る内部統制の有効性の評価」に準

拠しているかどうかが重要である。当基準に

準拠していれば、受託企業が提出する自社の

内部統制に関する評価報告書をもって、その

内部統制の評価が完了できるため、評価を大

幅に簡略化することができる。

例えば、一部のＩＴ企業のシステムソリュ

ーションサービスにおいて同基準に準拠し、

内部統制の評価報告書を提出できることを公

表している。このような企業にシステム関係

の業務を委託した場合は、委託先の内部統制

の整備・運用状況を自ら評価実施する必要は

なく、同報告書をもってアウトソーシングし

た業務における内部統制の整備上・運用上の

評価を完了させることができる。

他にも経理業務、給与計算業務、退職給付

債務計算サービス、物流業務などの業務で同

基準に対応している企業がある。

（4） 評価作業の見直し

次に評価者側の評価作業効率化について検

討する。評価作業固有部分の効率化のポイン
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トとしては下記のようなものが挙げられる。

1）監査法人が依拠できる評価実施

会社側評価に監査法人が依拠できれば、ト

ータルとして効率化を実現でき、評価にかか

るコストを軽減することができる。経営者評

価結果に監査法人がどこまで依拠できるかは

ケースバイケースであるが、事前によく監査

法人と協議し、会社側評価結果（評価アウト

プット）の記載内容や評価レベル、評価ポイ

ント等を監査法人の監査調書の要件を満たす

ものにしておけば、監査法人が会社側評価を

利用する際に再度調書を作り直す手間が省

け、更にコスト軽減を実現することができる。

2）リスクに応じた評価

（2）1）で述べたリスクの重要度に応じて、

会社側評価手続にも濃淡をつけることでも効

率化を実現できる。例えば、リスクの低いプ

ロセスの場合は、サンプル数を少なくしたり、

ローテーションを活用すること等が考えられ

る。

ただし、濃淡をつける基準を明確にし、監

査法人と事前に協議しておくことが必要であ

る。

3）全社的な内部統制のチェックリストの見

直し

実施基準では42項目の例示が記載されてお

り、多くの企業では当例示をベースに質問内

容を作成しているものと推察する。しかし、

先行してチェックリストを準備していた企業

及び一部のコンサルタントや監査法人におい

ては、ＵＳ－ＳＯＸをベースとしたかなり質

問数の多いチェックリストひな型を使用して

いる例があると聞いている。そのような場合、

実施基準をベースにしてチェックリストの質

問内容を絞り込むことにより、全体の評価コ

ストを下げることが可能である。

また、実施基準の42項目はあくまで例示で

あり、各社経営層が求める「全社的な内部統

制」の整備・運用内容は本来微妙に異なるは

ずである。チェックリストの見直しの際には、

各社の創意工夫を凝らし、より実効性のある

チェックリストを準備できれば、Ｊ－ＳＯＸ

における単なる「一義式」ではなく、より意

味のある点検に昇華させることができるので

はないだろうか。

4.3 付加価値向上の観点
経営者は、Ｊ－ＳＯＸを発展させ、自社に

最も適した内部統制を構築し、リスクマネジ

メント、ガバナンス、コンプライアンスを重

視し品格のある企業として、永続していくこ

とを求めている。

我々は、内部統制を受身ではなく、企業価

値向上のための戦略的な対応に変えていき、

経営者に内部統制はコストでなく投資である

と認識してもらうことが重要であると考え

る。Ｊ－ＳＯＸを発展させ、全社的なリスク

管理体制を構築することにより、コスト負担

を企業価値の増大に転嫁できる。

そのためには、以下のような取り組みを行

う必要がある（前掲図表６参照）。

（1） 内部監査の高度化へ向けた取り組み

これまでのＪ－ＳＯＸ活動を活かすには、

本来の内部監査とＪ－ＳＯＸ監査をどのよう

に統合していくのか、ビジネスリスクをどの

ようにマネジメントしていくのか、組織内の

すべての者によって遂行されるプロセスを意

識した活動をどのように組み込んでいくの

か、組織内すべての者を毎年どのようにレベ

ルアップしていくのか、内部統制を強化して

いくのか、再検討が必要である。

内部監査の高度化のために、我々は「既存

のモニタリング活動との融合」（4.3.1参照）

と「ＣＳＡの活用」（4.3.2参照）を提案する。

（2） 財務報告以外への展開

Ｊ－ＳＯＸ対応により、企業ごとに問題点

は明確になってきたが、当研究会のメンバー

の中では、海外子会社、ＩＴ部門については、

大きな課題が残ったというのが共通の認識で

ある。特に海外子会社については、言語、習
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慣、会計基準の違いで多くの時間を費やした。

しかし一方では、企業のリスクは、財務報

告だけの対応では不十分であり、全社的なリ

スクマネジメントの重要性を再認識した。

財務報告以外への展開の方法として、我々

は「ＥＲＭへの発展」（4.3.3参照）を提案す

る。

（3） 内部統制の全社的な取り組み

組織体の運営に関し価値を付加すること

が、内部監査の本質であり、それを効率的、

かつ有効的に実行するために、ＣＳＡとＥＲ

Ｍの実効性を高めることが必要である。

1）すべての者によって遂行される内部統制

の実行性を高める仕組みを確立し、機能さ

せていく。

2）全社のリスクマネジメント、コントロー

ル及び組織体のガバナンス・プロセスの有

効性の評価、改善に焦点を当てていく。内

部統制の全社的な取り組みのために、我々

は「ＣＳＡの活用」（4.3.2参照）、「ＥＲＭへ

の発展」（4.3.3参照）を提案する。

4.3.1 既存のモニタリング活動との融合

Ｊ－ＳＯＸの付加価値向上の一方策とし

て、Ｊ－ＳＯＸの評価活動そのものを既存の

モニタリング活動に融合又は組み込むことを

検討していく。これにより会社全体としてモ

ニタリング活動に係るコストの統合効果によ

る削減や、被モニタリング部署の対応負荷軽

減・効果的なマネジメントへの報告等が期待

できる。

（1） 既存のモニタリング活動

現在企業においては、様々なモニタリング

活動を実施している。あずさ監査法人・ＫＰ

ＭＧビジネスアシュアランス株式会社により

実施された「内部監査の取り組み状況に関す

るアンケート」によると下記のようなモニタ

リング活動が実施されている。

＊業務監査

＊品質に関する監査

＊環境に関する監査

＊個人情報保護監査

＊情報セキュリティ監査

＊情報システム監査

＊内部統制報告書に関する評価

＊コンプライアンス監査

＊労働安全衛生監査

（2） モニタリング活動の融合

それぞれ実施主体や報告先が異なる場合が

多いなど調整が必要な事項も多いが、複数の

モニタリング活動を融合すれば、トータルと

してモニタリングの効率化を図ることがで

き、報告先である経営層に対してはトータル

でモニタリングに係る情報を提供することが

できるため、その付加価値を向上させること

ができる。

1）Ｊ－ＳＯＸの評価活動と業務監査の融合

Ｊ－ＳＯＸの評価活動と業務監査は、とも

に内部統制に対するモニタリング活動であ

り、内部監査部署等の社内の独立した専門部

署が実施し、報告先もともに経営層と、比較

的融合を検討しやすいモニタリング活動であ

る。具体的には、業務監査とＪ－ＳＯＸの目

的や性質を考慮して、図表８のようなハイブ

リッド型の内部監査がある。定型的なコント

ロールが整備され可視化（文書化）されてい

るＪ－ＳＯＸの範囲には保証型手続を適応し、

財務目的以外の部分やコントロールが比較的

整備されていない範囲については、業務監査

的な問題発見・指摘型の手続を適応する。

また問題発見・指摘型の手続の中で発見し

た事項で、全社的にリスクが高いと思われる

ものなど、共通的なものがあればコントロー

ルを整備し、可視化（文書化）を行いＪ－Ｓ

ＯＸのように保証型手続を適応させれば、よ

り効率的で効果的な内部統制を構築すること

ができる。

2）その他のモニタリングとの融合

モニタリングの融合の観点では、２つの側

面からそのメリットが考えられる。
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①経営層への報告の一本化

個々のモニタリングは、経営層のリスク

マネジメントの一環として実施されている

側面を持っている。そのため、基本的には

情報の集約先は経営層となるべきであるが、

個々のモニタリングをバラバラに経営層に

報告するよりも、経営視点で情報を精査し、

情報を集約して一本の報告書としてまとめ

て報告することで、より経営に利用しやす

い形での情報提供にすることができる。

②被モニタリング部署のモニタリング対応負

荷の軽減

モニタリングを融合し、例えば内部監査

の中で、１つのテーマとしてＪ－ＳＯＸな

ど他のモニタリングを実施した場合、被モ

ニタリング部署は違ったスケジュールでそ

れぞれのモニタリングを受ける必要がなく、

対応負荷を軽減させることができる。また

融合の際に、お互いのモニタリングでオー

バーラップする部分をあらかじめ抽出して

おき、他のモニタリング結果を活用するな

どより効率的にモニタリングを実施するこ

とも可能である。事前に調整する事項は多

いが、統合的な手法を検討することにより

融合するメリットは大きいと思われる。

4.3.2 ＣＳＡの活用

ＣＳＡとは、コントロール・セルフ・アセ

スメント（Control Self--Assessment）の略で

あり、リスクマネジメント又は内部統制等に

関する統制活動の有効性について、業務運営

の中で統制活動を担う人々が自らの活動を主

観的に検証・評価する手法。内部監査や外部

監査のように独立した「第三者」が客観的に

評価するのではなく、リスクに対するコント

ロールを実際に維持・運用している人々自身

が、その有効性について評価・分析も行うこ

とが特徴となっている（出典：あずさ監査法

人、ビジネスキーワード）。

（1） ＣＳＡが注目される背景

1）企業は、ビジネスを世界に向け、グロー

バル化、ＩＴ化などを進め、業容の拡大を

図ってきたが、リスクも多様化、複雑化し

増大してきた。従来の内部監査の対象領域

がますます拡大化、専門化する一方、内部

監査部門の人員、専門知識、能力などに限

界があるので、内部監査の補完的役割が必

要となってきた。

2）「現場のリスクは現場が最もよく知ってい

る」との立場で、内部統制の有効性やリス

ク管理体制を、現場が自ら検証することに

その他�

Ｊ－ＳＯＸ目的�業務監査目的�

運用評価�

業務フロー等を利用して分析�現状分析�

業務フロー等を利用して識別、高リスクエリアの絞込み�リスクの識別�

統制の識別、�
整備評価�

財務報告の内部統制の有効性�内部監査の基本方針・計画等に基づき設定�テーマ設定�

リスクに対して過剰な統制が存在している場合、非効率を指摘�

グ
ロ
ス
リ
ス
ク�

コントロール（整備）�

高�

低�

高�低�

財務報告目的以外�
の統制に対して、�
保証型の運用テスト�

財務報告目的の�
統制に対して、�
Ｊ－ＳＯＸの�
運用テスト�

財務報告目的以外�
の統制に対して、�
実地検証・問題発�
見型の運用テスト�

業務フロー等を利用して識別し、実態を把握、リスクとコントロールの対応を整理�

（あずさ監査法人、財務総合フォーラム2008年３月「内部統制への取組みの展望」より抜粋）

＜図表８＞
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より、リスクアセスメントを効率的、有効

的に行うことができる。

3）アカウンタビリティが確保され、中間管

理者、担当者の意識づけや教育・訓練にも

役立つ。

（2） ＣＳＡの手法

1）ワークショップ

各部門からのリスクオーナー、チームの

代表者がＣＳＡの討議、合意のプロセスを

共有することから、直接的にＣＳＡの結果

を各部門の担当業務に反映させることがで

きる。全社的な課題にも迅速に対応、改善

する場合や複数部門の認識の目線を合わせ

る場合などに適した手法である。

2）アンケート方式

広範囲に多数の評価者から回答を求め、

データベース化することにより全社的な分

析は容易となるが、合意のプロセスがない

ために全社的な重要性の評価が困難になる

場合もある。

内部監査部門としては、アンケート方式の

方が、効率化を図ることができるので、手法

としては、アンケート方式をとることが多い

と思われるが、ワークショップと組み合わせ

るなどして、組織に最も有効に機能するよう

に、弾力的な運用が必要である。

（3） ＣＳＡの活用と内部監査

1）内部監査は4.1.2（2）で説明したとおり、ア

ドバイザーとしての日常的な診断業務には、

プロジェクト委員会、業務実施上のミーテ

ィング、定期的情報交換会の運営への支援

がある。したがってＣＳＡの推進者という

立場で関与していきＣＳＡの実効性を確保

する。

2）ＣＳＡは、組織内の多くのメンバーの参

加が可能であり、リスクに対するコントロ

ールなどにも担当者自身の主体的な取り組

みにより、内部監査とのコミュニケーショ

ンの強化につながる。

3）内部監査の認識しているリスク、現場が

認識しているリスクを識別することで、よ

り高い領域に監査の焦点を絞ることができ

る。

4）ＣＳＡは、現場が自らの活動を主観的に

検証・評価する手法であり、内部監査の独

立した評価により、内部監査の適切なモニ

タリングの実施と認められる。

5）ＣＳＡを内部監査の補完的な役割に位置

づけるのではなく、現場と内部監査が、お

互いに補完し合うことにより、内部監査の

高度化、実効性が飛躍的に向上する。

4.3.3 ＥＲＭの活用

全社的リスクマネジメントは、ＥＲＭ

（Enterprise Risk Management）とも呼ばれ、

リスクマネジメント態勢としては最も先進的

なものであると考えられている。全社的リス

クマネジメントとは、企業にとってのリスク

を把握、管理するために、取締役会から従業

員まで企業全体で行われるプロセスである。

リスクは企業目的の達成に影響を及ぼす、あ

るいはそれを阻害する、ないしは戦略の遂行

を妨げる要因と定義づけされることから、効

果的なリスクマネジメントは、企業目的の達

成に対する重要なサポートになると考えられ

ている（出典：あずさ監査法人、ビジネスキ

ーワード）。

Ｊ－ＳＯＸで構築したネットワーク・ノウ

ハウを継続・発展させてＥＲＭを構築してい

くチャンスである。Ｊ－ＳＯＸ監査と業務監

査を統合し、内部統制を発展させていくべき

である。

「企業価値の持続的向上」の実現に向け、

ＥＲＭの重要性の認識はますます高まってお

り、その流れを受け、今後はより積極的にＥ

ＲＭに関与し、企業価値向上に向けて貢献し

ていくことが内部監査にも求められていくこ

とになる。

（1） ＥＲＭ対応と内部監査

1）ＣＯＳＯ（トレッドウェイ委員会支援組
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織委員会）－ＥＲＭでは目的に戦略が追加

され、基本的要素の１つのリスクの評価と

認識が、リスクの評価、リスクへの対応、

事象の識別の３つに分解されている。

2）ＥＲＭにおける内部監査の役割は、組織

体のＥＲＭフレームワークが意図した機能

を遂行するのに十分に強力で、良好な価値

を確保するのに十分に効果的であることを

保証する活動である。

3）内部監査部門の組織上の位置づけは経営

者直轄であり、経営者の行うＥＲＭの評価

（特に戦略）については、独立性のある評価

ができるのか疑問である。

したがって独立性を保つには、経営陣が、

企業全体の経営戦略の中で、ＥＲＭの位置

づけを明確にし、ＥＲＭ実行の上で、内部

監査部門の役割を明確にした、企業ガバナ

ンスが必要となる。

4.3.4 企業価値向上に向けて～内部監

査・ＥＲＭ・ＣＳＡの連携

ＥＲＭが形式だけ整えられるにとどまるの

でなく、実効性をあげなければ真に企業価値

が向上したとはいえない。

ＥＲＭが成功するためには、まず経営層か

ら一般層まで会社全体にリスクマネジメント

の企業文化の醸成が不可欠である。

つまり、業務遂行する上で常日頃から組織

のリスク察知能力の向上を図る環境を作って

おくということである。会社業績を向上させ

るためには、攻めの戦略（事業拡大）の意思

決定とその遂行がクローズアップされるが、

経営活動をする上で、どのようなリスクがあ

りその対策を考えるということも攻めの戦略

と同等に重要な戦略機能である。

その中核をなすのがＥＲＭである。

ＥＲＭが実効力を持つためには、ＣＳＡ、

内部監査との連携が不可欠である。

ＣＳＡは、広くラインの隅々までリスク察

知意識の向上を図る機能とリスク関連情報を

吸い上げるアンテナ機能の両方の役割を担う。

そして、内部監査は、ＥＲＭが絶えず有効

に機能していること、会社全体を見渡し主要

なリスクが合格水準で管理されていることを

客観的に評価しＥＲＭにフィードバックする

モニタリング機能を担う。

ＥＲＭ、ＣＳＡ、内部監査が揃って経営管

理機能が充実するのである（図表９）。

内部監査は、組織体の運営に関し価値を付

加し、また改善するために行われる、独立に

して、客観的なアシュアランス及びコンサル

ティング活動である。

（出典：あずさ監査法人著『経営に資する統合的内部監査』より一部加筆）

＜図表９＞ＥＲＭ・ＣＳＡ・内部監査の関係イメージ

統合的リスク管理の�
独立的評価�

（�営業部�）�
クレ�ーム�リ�スク�管理�

クレ�ーム�
リ�スク�

（購買部）�
調達食材�
リスク管理�

（製造部）�
調理品質�
リスク管理�

（工場総務部）�
工場労働・�
安全衛生管理�

（店舗管理部）�
店舗業務�
適正管理�

･･･�

（経営企画室）�
統合リスク管理�

リスク管理の�
基本事項の審議�

（リスク管理委員会）�

（経営者）�
リスク管理の意思決定�

現場のリスク管理・�
内部統制の評価�
　アシュアランス�
　コンサルティング�

リスク認識・評価、
�

内部監査計画の承認
�

内部監査報告�

リスク識別・評価情報�

ERM

CSA

内部監査�



研究会報告

61月刊監査研究　2010．4（No.433）

内部統制を企業価値向上に寄与させるに

は、ＥＲＭ・ＣＳＡのプロセスが有効である

か評価することはもちろん、内部監査による

コンサルティング活動も重要である。

ＥＲＭ、ＣＳＡ、内部監査が一体となって

企業の付加価値向上にドライブがかかるので

ある。

５．Ｊ－ＳＯＸにおける内部監
査部門のあり方（図表10）

ここまで検討してきた内部統制報告制度の

活用策を踏まえて、今後の内部監査部門とし

て目指すべきあり方を考察したい。

5.1 ２年目以降の懸念事項
本文でもふれてきたように、２年目以降の

制度対応に関して、次に掲げる様々な懸念事

項が見えてきた。

＊初年度と同様の予算確保は困難

＊費用対効果に関する疑問

＊本質的な問題の潜伏化、固定化

＊制度対応「ブーム」の終了による経営層の

関心の低下

＊初年度で文書化・不備是正は完了したた

め、プロセスオーナーの関与度が低下

＊制度対応と他の内部監査とのバランスの再

検討、等

このため、Ｊ－ＳＯＸへの取り組みは初年

度からの効率化が必須となっていき、外見の

みをチェックしていくという「形式」だけが

残って、形骸化への道を辿る恐れがある。

その意味でも、今が正に、「価値ある取り

組み」へと発展できるか、ここ２年間ほどを

無駄に終わらせるかの分岐点である。

5.2 「価値ある取り組み」のため
の必要条件

「価値ある取り組み」のための活動内容に

ついては、既に前章で述べてきた。これを実

現するための必要条件として、

①経営層のバックアップ

②現場の協力

が不可欠となると考える。

①経営層のバックアップ

経営者は、企業の活動内容を最も理解し

ており、同時に、企業のどこにリスクがあ

るかをわかっている。会社法の規定により、

経営者は内部統制システムを構築する責任

があることも、今回のＪ－ＳＯＸにより内

部統制を評価し報告することが求められる

のも、上記の状況を前提に考えれば、当然

の義務となるのである。

この義務を全うするために、透明性の高

い経営を実現し、より有効性の高い経営管

理を推進するための内部監査の必要性を再

認識するとともに、年間監査計画や監査報

告に対して、日常の情報との整合をとりつ

つ、経営者としての意思表明を行うことが

重要である。

②現場の協力

通常の企業であれば、経営方針や事業計

画の下で一定の権限委譲が行われ、各現場

で個別の業務が展開されている。いくら経

営層だけが施策を説いても、実行部隊であ

る肝心の現場が理解、納得していなければ、

施策の実効性はほとんどない。したがって

現場の協力は殊更重要である。

5.3 内部監査部門の課題
上記で述べた「経営層のバックアップ」や

「現場の協力」を取り付けるためには、内部

監査部門としては、既に前章までで述べてき

たＪ－ＳＯＸのメリットや意義を再度伝え

て、理解してもらう必要がある。経営層や現

場からその意思を引き出すには、内部監査部

門として意思疎通を欠かさないとともに、事

あるごとに内部監査や内部統制制度のメリッ

トを随時提唱するなどして、社内での内部監

査への理解や存在意義向上に向けたアピール



研究会報告

62 月刊監査研究　2010．4（No.433）

を実施していく必要がある。

（1） 内部監査部門が仕掛け人となる

制度対応を活かした企業価値向上の実現へ

の一策として、内部監査部門はその「仕掛け

人」となるべきである。内部監査部門が社長

直結の組織であるという意味は、他の部署か

らの独立性を保つということだけでなく、経

営者のニーズに応えることでもある。その経

営者のニーズとは、本来企業の付加価値を高

めることを指すと考えるべきであり、更に踏

み込めばリスクマネジメントへのニーズが強

いといえる。

であるならば、内部監査部門が主体となっ

て経営者と一体になり内部統制を定着させて

いく任務を有していると考えるべきである。

もちろん、あくまで内部統制の構築を担う

主役は経営者である現場部門であって、内部

監査部門ではない。ともすれば、Ｊ－ＳＯＸ

プロジェクトがあった時期は「内部統制は事

務局が作るもの」、あるいは「内部統制の構

築は内部監査部門が行うべきこと」と思われ

ることが、研究会メンバーが所属する企業で

（出典：当研究会）

＜図表10＞Ｊ－ＳＯＸにおける内部監査部門のあり方
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も見られがちであった、すなわち、実行部隊

が構築する内部統制をいかに定着させていく

か、の切り口から、内部監査部門は、内部統

制の構築が不十分であれば補強を呼びかけ、

正当に評価した上で維持改善状況を見定めて

いくのである。その「呼びかけ」が言い換え

れば「仕掛け人としての行動」ということで

ある。

（2） 内部監査人の知識・スキルアップ

内部監査部門が「仕掛け人」としての機能

を発揮するためには、内部監査人あるいは組

織としての知識向上やスキルアップは当然に

必要である。

少ないながらも資源、特に人材の確保や育

成も大切な要素となると見られる。何より仕

掛けを行っていくためには、コミュニケーシ

ョン能力に加え、内部監査や内部統制そのも

のの理解や説明力は欠かせない。更にはＪ－

ＳＯＸ効率化を目指すにも、不必要な業務を

削減するためには、何が不必要であるか、ま

たその基準は何かということを定義できる能

力が必須となることは明白である。

場合によっては現場での自己点検を踏まえ

た評価者の育成、確保も進める必要がある。

自己点検が強化できれば、現場での内部監査

（評価）の負荷を軽減できる可能性が広がる。

（3） リスク管理体制強化の実績

上記の動きが回り出し、成果が出てくれば

経営に役立つ「実績」が残っていき、それが

「説得材料｣となって、結果として「価値ある

取り組み」の推進につながることになる。現

場で内部監査に携わって感じるのは、百の正

論よりも一の改善実績が求められるというこ

とである。業務の効率化が進んだ、経費削減

ができた、知らなかった管理のやり方が見え

た、といった現場の目線に合った業務改善が

Ｊ－ＳＯＸや内部監査から生まれれば、現場

もより前向きに業務改善に取り組むことにな

り、内部統制の仕組みが回り始める土壌が形

成されることに役立つと考えられる。それこ

そが内部統制の現場への「定着」の一端にな

るのである。

最後に、我々当研究会メンバーの中には、

うっすらとではあるが、今後の対応が形作ら

れてきている。内部監査に携わる者よ、今考

えずして何を語ろう。監査部メンバーよ、い

いわけを考えるのではなく、「肝心なことは

何か」という確固たる考えを持って先頭に立

ち、旗を振ろうではないか。

全社が一体となり、業務の改善、有効性の

確保が実践され、より経営に資する内部監査

が展開されることを願ってやまない。
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